予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名　　ぎふ地域の絆づくり支援センター運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
環境生活部　環境生活政策課　地域コミュニティ室　コミュニティ・生涯学習係
電話番号：058-272-1111（内2395）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　　　　　 940千円（前年度予算額：1,000千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	940
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	940

	決定額
	940
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	940


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
少子高齢化の進展により、地域における支え合い・助け合い活動の支援対
象者が今後も大幅に増加していく中で、活動の担い手は減少していくと予想
されることから、担い手の養成・確保とともに、地域全体で支え合う仕組み
づくりが必要になっている。
25年度まで、身近な地域課題の解決や地域の絆づくりに向けた住民活動
の拠点づくりや人材養成の取組を重点的に支援する「地域の絆づくり重点推
進モデル事業」を実施しており、モデル事業の成果等を県内に広く普及・啓
発することを目指しているが、地域が抱える課題及び対応方策は、住民の年
代構成や地域の成り立ち、地域の状況等によって大きく異なるため、モデル
事業の成果を生かしながら支援のニーズに合ったきめ細やかな支援が必要
とされている。

（２）事業内容

「ぎふ地域の絆づくり支援センター」において、県内外の地域の絆づくり
の取組情報等を集積し、相談者に対するワンストップでの提供や適切な関係
機関への紹介を行う。
“自ら出向く姿勢”で自治会関係者や市町村、市町村社会福祉協議会等の地
域団体を訪問し、地域の現状や支援ニーズに合った課題の解決サポートなど、
モデル事業の成果を導入しやすい具体的な形で提案することで、絆づくりの
取組への全県的な底上げを図る。
（３）県負担・補助率の考え方

地域コミュニティ活性化のため、シンクタンク機能や広域的コーディネー
ト機能を持つ「地域の絆づくり」のための中心組織であり、県負担が妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	    373
	職員旅費

	需用費
	471
	消耗品費（事務用品･資料）、印刷製本費（リーフレット･たより）

	役務費
	 96
	連絡調整費

	合計
	    940
	


	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県長期構想】

Ⅳ　政策の方向性「清流の国ぎふ」の未来づくり

３　「清流の国ぎふ」づくり（「2020プロジェクト」）

（４）地域を支え、未来を担う人づくり
　　　　　　　　○地域の絆づくりの推進
（２）国・他県の状況

　　　総合的な地域の絆づくりに特化した支援センターの設立は全国初。
（３）後年度の財政負担

　　　５年を目途に組織体系・運営のあり方について必要な検討を実施。
（４）事業主体及びその妥当性

　　　県各部や県民生活関連機関（ＮＰＯ・生涯学習プラザ等）と連携し、一体となって運営するため、県が事業主体になることが妥当。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地域における支え合い・助け合い活動など共助を通じた地域の絆づくりの取組を支援するため、「地域の絆づくり重点推進モデル事業」の成果等を県内に広く普及・啓発する。

情報提供や計画づくりなど支援ニーズに応じた課題の解決サポートを通じて、地域づくりに取り組む組織・団体の育成や中心となる人材を育成するほか、地域づくりに参加する人材を増やす。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

（※）
	目　標
	達成率

	普及・啓発（地域訪問）件数
	0
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	　90
（H26）
	400
（H30）
	22.5％


	
	
	
	
	※12月1日　

　現在
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　先進事例の情報収集・発信、モデル事業の普及、相談に応じた情報提供、　研修会の開催、人材派遣・視察交流のコーディネート等、地域コミュニティ活性化のための総合的支援拠点として、地域課題解決に向けたサポートを実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　職員自らが現場に出向き地域の現状と課題をヒアリングし、ニーズのある地域に対して研修会を開催したり、助成金や先進事例の情報発信、専門家アドバイザーの派遣や活動団体同士の視察交流をコーディネートするなど、ワンストップ窓口として支援を行った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地域が抱える課題及び対応方策は、住民の年代構成や地域の成り立ち、地域の状況等によって大きく異なるため、モデル事業の成果を活かすには、自ら出向き支援のニーズを聞き出す姿勢で、きめ細やかな支援が必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　県内各地域を積極的に訪問して情報を収集して発信したり、幅広い分野の相談にワンストップ窓口として対応することにより、地域が抱える多様な課題に対する支援を行うことができる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　市町村と連携を図り、地域に関する現状と課題を効率よく情報収集したり、たよりやリーフレット、ホームページなどで県内に広く情報発信できる。


（今後の課題）

	地域の絆づくり推進のワンストップ窓口となるよう、自ら出向く姿勢で利便性や信頼性を高め、センター事業の周知浸透を図っていく。




（次年度の方向性）
	住民主体で継続した取組が行われていくよう、モデル事業成果の普及、先進的取組事例の紹介、支援センターだよりの発行等を通して地域の絆づくりのフォローアップを行っていく。




